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荒井　正吾　殿
要　請　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2008年５月９日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医師・看護師の増員を求める

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良県実行委員会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実行委員長　上村　啓子

日頃より県民のくらし、福祉を守り、充実されるためにご努力いただいておりますこと、この間、地域医療を守るため、県内の医師、看護師確保にむけた施策をすすめておられることに感謝いたします。平成20年度予算が確立し、地域医療対策協議会、評価委員会、看護職員復職支援事業等がはじまる中で、実行委員会として要請を行います。同時に、昨年10月から取り組んでおります「奈良県の医師・看護師不足を改善し、県民に安心・安全の医療を提供することを求める要請署名」第3次分3,065筆（累計14,935筆）を提出いたします。

１、新たに設置される「地域医療対策協議会」、「評価委員会」の委員の選出に当たっては従来の枠にとどまらず、広く県民、医療関係者等の意見が反映され、活発な議論が行われるよう委員の公募などを行っていただくこと。また、この間、奈良県の医師・看護師の不足改善に向け、病院や看護学校の訪問、関係機関との協議、「労働健康実態調査の実施」などを踏まえての分析と提案や、署名活動などを行ってきた私たち実行委員からも委員の選出を行っていただくこと。

２、荒井知事が３月議会で答弁されたように、「県内の医療機関や福祉施設の新たな看護需要」、「現職の潜在看護師を対象とした意識等」についての調査、「現実に奨学金がどのように役立っているのか」「（社会人から看護師を希望し入学した）その方が公立（看護学校等）におられる場合のニーズがどんなものか」実態を把握する調査を行っていただくこと。それらに加え、①富山県「看護職員の養成のあり方検討会」で活用された平成17年の県立総合衛生学院在校生アンケート等を参考に、県内の看護学校の在校生を対象とした調査を実施し、看護教育の拡充、卒後の県内定着等にむけて活用すること。②離職防止、潜在看護師の復職において効果を発揮する院内保育所の運営状況等について、現場からのヒヤリングを含め実態把握を行い、県としての支援策を検討いただくこと。
３、新たに実施される「看護職員復職応援事業」については、すでに実績をあげている静岡県の病院派遣型再就業研修から、研修希望者を拡大するためにも県、市町村の広報誌等の活用、研修希望者の経済的負担の軽減（交通費、託児サービス等）のため、必要な経費を捻出いただくこと。

以上

